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研究成果の概要（和文）：本研究では、(1)住宅市場と労働市場の相互依存のメカニズムを明らかにすることを
目的として、まず過去に起こった人口移動や労働市場の変化についての公表データ等を収集し、実体の把握を行
った。また地理的な選択と仲介業者の機能を取り入れた経済理論モデルの構築を行った。また(2)外生的イベン
トの例として東日本大震災について、このような災害が住宅市場と労働市場に与えた影響についての情報収集を
行った。また実際に採用された住宅政策や労働政策を調査した。そして(3)相互作用に配慮した制度設計と政策
提言を行うことを目的として、「まちおこし」の取組みや空き家対策、また企業誘致の取組みの実態についての
調査を行った。

研究成果の概要（英文）：In this research, (1) we first gathered public data on the population 
migration and changes in labor market to clarify the mechanism of interdependence between housing 
market and labor market. We also made an economic theory model of matching with intermediaries. (2) 
We also investigated the housing policy and labor market policy on the Great East Japan Earthquake. 
And (3) We conducted survey on the efforts of "town development" and attraction of enterprises by 
local governments in Japan.

研究分野：労働経済学
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１．研究開始当初の背景 
 少子高齢社会を迎えた日本では，今後，稀
少な労働力の効率的な配分が求められる。そ
のためには労働移動（産業間の移動や地域間
の移動）を通じたミスマッチの解消が必要と
なる。しかし住宅市場の不完全性の影響もあ
り，転居を伴う転職への抵抗は大きい。 
 一方で労働市場も住宅市場に影響を与え
る。例えば，郊外地域において空室率が高止
まりするなど不動産の有効活用が行われて
いない実態があるが，これは地域における労
働需要の偏在を反映したものといえる。 
 本研究では，これまで別々に分析されるこ
とが多かった住宅市場と労働市場が持つ相
互依存関係を明らかにすることを通じて，外
生的なイベントがもたらす影響，また住宅政
策や労働政策が与える影響を分析・評価する
ためのフレームワークを構築する取組みを
行う。 
 
２．研究の目的 
 住宅市場と労働市場の間には，図のような

相互依
存的な
関係が
ある。 
 例え
ば，学
卒時に
企業に
就職し，
30 歳

代で住宅を長期ローンで購入したケースを
考えてみたい。このとき住宅の借り手を探す
ことや売却が難しい場合には，労働者の転職
可能な地域が，現在の住居から通勤できる範
囲に限られるだろう。つまりミスマッチが解
消されにくいことになる。これは住宅市場が
労働市場に影響を与える一例である。 
 また労働市場が住宅市場に影響を与える
ことも多い。例えば，失業率が低く雇用が安
定している場合や，仕事を失った場合でも次
の仕事を見つけやすい場合には，賃貸住宅の
契約や不動産売買時のローン契約が容易に
なるだろう。 
 二つの市場にこのような相互依存関係が
あるとき，外生的なショックが複雑な波及効
果を持つことが考えられる。例えばオリンピ
ック開催のための公共工事により労働需要
が増加すると，一時的に東京への労働者の移
動が起こり，住宅価格や家賃の上昇と空室率
の低下が起こるだろう。そして，その他の地
域では空室率の上昇と景気の悪化を招く可
能性がある。加えて，オリンピック終了後に
労働者が元の地域に戻ろうとしても，街が衰
退し住環境が変わっているかもしれない。 
 次に，二つの市場に相互依存関係があると
き，どちらか片方のことだけを考えた政策を
とることには思わぬ副作用が存在する可能
性がある。例えば，住宅の空室率が高い郊外

地域があったときに，自治体が家賃補助など
の施策を通じて居住者を増加させるケース
を考えよう。しかしこれは仕事が少ない地域
に労働者を移動させることになるために労
働市場の観点からは望ましくない施策であ
ると考えられる。 
 そこで本研究では，これまで独立に研究さ
れていた不動産市場と労働市場の研究を融
合し，二つの市場が持つ相互依存メカニズム
を解明することを通じて，外生的なショック
の効果や政府による規制や支援策が与える
影響を分析するためのフレームワークを構
築する。 
 
３．研究の方法 
 本研究では，[1]まず日本における住宅市
場と労働市場の相互依存メカニズムを明ら
かにすることを目的として，公表データの分
析，聞き取り調査を行う。[2]次に，都市経
済学と労働経済学の既存研究を踏まえて，労
働者の居住地選択と職業選択を総合的に扱
うことのできる理論モデルを構築する。[3]
さらに，住宅市場と労働市場の相互依存メカ
ニズムを通じて，外生的なショックがもたら
す長期的影響の考察に加えて，住宅政策や労
働政策の効果を考察する。 
 上記の計画を，労働経済学・都市経済学・
産業組織論・ゲーム理論を専門とする研究者
からなる組織によって遂行するために，定例
の研究会を実施する。その際には外部講師に
よる研究報告や意見交換の機会を設ける。 
 
４．研究成果 
 本研究では，まず住宅市場と労働市場の相
互依存のメカニズムを明らかにすることを
目的として，過去に起こった人口移動や労働
市場の変化についての公表データ等を収集
し，実体の把握を行った。また地理的な選択
と仲介業者の機能を取り入れた理論モデル
の開発を行った。そして外生的イベントの効
果や政策的介入の影響を分析するために，東
日本大震災を具体例として，住宅政策のあり
方を検討した。 
 主要な成果としては，まず研究代表者の安
藤が「市場を活用したマンション管理」や「不
動産の環境対策:経済学の視点から」を公表
した。また住宅市場と労働市場の相互作用に
配慮した制度設計と政策提言を行うことを
目的として，選挙における政治家の公約と有
権者の投票行動についての基礎研究を行い，
その成果の一部として，安藤と北原が“A 
deterrent effect of the electorate's 
disappointment on candidates' 
over-promise”を執筆した。 
 そして安藤は住民を誘致するために自治
体が独自に行う取り組みに関して「自治体間
の住民誘致競争がもたらす非効率性」を『都
市住宅学』に掲載し，また「不動産取引の仲
介サービスと事業規制のあり方」を『土地総
合研究』で発表した。 



 労働分野では，安藤が「労働市場とは:経
済学の視点から」を執筆し『日本労働研究雑
誌』に掲載した。また「雇用法制の法と経済
学：限定正社員を考える」を『法と経済学研
究』に，そして「労働者派遣法改正の労働市
場への影響」を『ジュリスト』に執筆した。 
 村 田 は ，“ On quantitative spatial 
economic models”というタイトルで，住宅
を含むHelpman型の定量的空間経済モデルと
McFadden 型の定量的空間経済モデルの同値
性を示す基礎理論研究を行った。 
 また研究分担者の村上は，中国と日本にお
ける都市化の比較についての書籍を共著で
出版した。 
 そして研究分担者の北原は，労使のマッチ
ング数を増やすことに着目した基礎理論研
究を奥村保規(東京海洋大学)と実施し，“On 
the number of employed in the matching 
model”というタイトルの論文として投稿中
である。 
 下記のように，雑誌論文として掲載済みの
ものが 13 件，また図書として３件あるが，
その他の未掲載の論文は今後も学術雑誌に
投稿する予定である。 
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